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１．はじめに 

2003年 7月 26日宮城県北部を震源とする連続地震
が発生し、幸い死者は発生しなかったものの、重傷者

50名、軽傷者 625名、全壊住家 1,085棟、半壊・一部
損壊住家 11,017棟(宮城県災害復旧対策本部、9月 19
日時点発表)の被害が発生した。本報告では、宮城県
北部の地震においての建物被害調査の調査概要、およ

び木造建物の地域別被害分布について報告を行う。 
２．建物被害調査概要 
２．１ 調査目的と調査方針 
宮城県北部を震源とする地震による建物被害状況

を面的にできるだけ早期に把握することにより、地域

別の建物被害率や地震動と建物被害の関係を明らか

にすることを目的とした。従って、調査方針として最

も重要視される事項は、調査スピードであり、調査ス

ピードを早くするための簡易な被害判定指標が必須

となる。 
２．２ 調査体制および調査日程 
 本調査は、日本建築学会東北支部災害調査WG1(主
査：源栄正人)と WG4(主査：増田聡)の合同調査体制
とした。調査機関は、東北大学の工学研究科、理学研

究科、経済学研究科、および工学院大学である。調査

員は、各調査機関の学生が主力となり、宮城工業高等

専門学校専攻科学生のボランティアを加えた。調査日

程は、2003年 7月 29日～2003年 8月 8日までの 11
日間で実施し、延べ人数は 78人、延べチーム数は 37
チームを現地に動員した。 
２．３ 調査地域と調査建物 
 調査地域は、災害救助法が適用された矢本町、河南

町、鳴瀬町、鹿島台町、南郷町のそれぞれ一部であり、

幹線道路などで囲まれた面的に連続したエリアを対

象とした(図 1)。調査建物は、調査地域内のすべての
建物用途、構造種別を調査対象とするが、住宅につい

ては作業場や蔵などの敷地内に存在する付属屋は調

査対象外とした。 
２．４ 調査方法と調査項目 
 調査開始前において、柴山ら 1)が開発した現地被害

情報収集システムを用いた調査を検討したが、調査地

域のデジタル地図が早急に入手不可能だったことな

どの理由により、従来の紙媒体による調査を実施する

こととし、オリジナルの調査シートを作成した。 
 調査項目は、建物の破壊パターン、建築年、建物用

途、構造種別、建物階数、ピロティの有無、瓦屋根の

被害であり、外観目視による調査を基本とした。建物

の被害区分は、岡田ら 2) 3)による木造、RC 造のパタ
ーンチャートを使用した。なお、岡田らが提案してい

ないＳ造に関しては、木造のパターンチャートを代用

した。建築年については居住者などにヒアリングした

場合のみ記載することとした。さらに、調査建物 1
棟につき、最低 1枚の建物全景のデジタル画像を撮影
し、被害ランクを裏付ける被災箇所の画像を必要に応

じて撮影することとした。また、調査を行った建物は、

ゼンリンの住宅地図 4)に番号を書き込み、建物の位置

を特定する情報とした。 
２．５ 調査棟数 
 2003年 9月 23日現在における調査棟数一覧を表 1
に示す。11日間で 2,617棟の建物を調査しており、1
日あたりの平均調査棟数は約 240棟となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表１ 調査棟数一覧(2003年 9月 23日現在)

図 1 調査地域(黒色部分)および震源位置 5)、旭山
撓曲 5)の位置関係 

調査棟数（棟）
赤井地区ほぼ全域 360
大塩地区 87
広渕地区ほぼ全域 436
新田地区ほぼ全域 95
北村地区 223
前谷地地区の一部 271

鳴瀬町 小野地区の一部 319
鹿島台町 町役場周辺の一部 141

二郷地区（小島除く） 633
二郷小島地区 52

合計 2,617
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３．調査結果 
 被害調査は、10地区(表 1)で調査を行われ、集計が
終了している 7地区(北村、大塩、小野地区を除く)に
関して、構造種別、地域別の木造建物被害、瓦屋根被

害、建物の年代別被害について報告する。 
３．１ ７地区の構造種別集計 
 全地域の構造種別集計を表 2に示す。調査地域は、
木造建物が約 94%、鉄骨造建物が約 3%、鉄筋コンク
リート造建物が約 2％であり、建物総数の大多数が、
木造建物が占めている。また、表には示していないが

木造建物の 9割が戸建住宅である。表 2の「その他」
の項目に関しては目視で構造種別の判断が難しかっ

たものとした。 
 
 
 
 
 
 
３．２ 地域別の木造建物被害 
木造建物の地域別被害分布を図 2に示す。被害区分
は、破壊パターンチャートにもとに無被害、一部損壊、

半壊、全壊、倒壊(Damage Grade D5以上)に分けて集
計を行った。被害分布の特徴としては、旭山撓曲の周

辺の地区で被害は大きくなる傾向が見られ、最も離れ

ている鹿島台地区では被害が減少する傾向が見られ

た。また、赤井地区、広渕地区、二郷地区に関しては、

旭山撓曲から少し離れているにもかかわらず被害が

大きくなる傾向が見られた。原因としては地盤の影響、

もしくはその他の要因が関係したものと思われる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
地区別の瓦屋根被害の構成を図 3に示す。瓦屋根の
被害の判定項目は、木造建築物の応急危険度判定調査

表 6)における項目と共通とした。また、追加項目とし

て、瓦の撤去済や修理中、ブルーシートで覆われてい

るなどの判定ができないものに対して「判定不能」を

加え、瓦屋根でない茅葺屋根・スレート屋根に関して

は、「瓦屋根でない」を加えて瓦被害判定を行った。

地区別の被害の傾向は見られないが、葺き替えが進ん

でいない新田地区は屋根被害が多く見られた。全体の

半数の建物が「瓦屋根でない」理由として、1978 年

の宮城県沖地震で葺き替えた建物が多いためである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．３ 木造建物の年代別被害 
 木造建物の年代別被害を表 3に示す。集計は、木造
建物の築年数がヒアリングできた建物のみとし、被害

別にクロス集計を行った。年代区分は建築基準法の木

造の壁量が改正された年とした。 
 表 3に示すととおり、年代が古くなるにつれて被害
が大きくなる傾向が見られた。1981 年以降の全壊建
物の 1軒は、小島地区の 1983年に建てられた建物で
ある。 
 
 
 
 
 
 
４．まとめ 
 本報では、2003年 7月 26日宮城県北部の地震にお
ける木造建物の地域別被害分布として一部の集計結

果の報告を行った。今後は、調査データの整理と並行

して，全建物の建築年代との対応付けや応急危険度判

定結果との比較検討なども実施していく予定である。 
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表２ 7地区における構造種別集計 
構造種別 棟数(棟) 割合(%)
木造 1870 94.1
鉄骨造 65 3.3

鉄筋コンクリート造 35 1.8
その他 18 0.9
合計 1988 100.0

図２ 木造建物の地域別被害分布 

図３ 木造建物の屋根被害 

無被害 一部損壊 半壊 全壊 倒壊 合計
1970年以前 13 57 19 32 4 125

5.2% 22.7% 7.6% 12.7% 1.6% 49.8%
1971年 10 39 5 6 0 60
～1980年 4.0% 15.5% 2.0% 2.4% 0.0% 23.9%

1981年以降 33 28 4 1 0 66
13.1% 11.2% 1.6% 0.4% 0.0% 26.3%

合計 56 124 28 39 4 251
22.3% 49.4% 11.2% 15.5% 1.6% 100.0%

表 3 木造建物の年代別被害 
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